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平成 16 年3 月期      個別中間財務諸表の概要     平成15年 11 月14 日 

 

上 場 会 社 名        株式会社 中電工 上場取引所 東・大 
コ ー ド 番 号        1941 本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www.chudenko.co.jp） 広島県 
代  表  者 役職名 取締役社長     氏名 加藤 義明 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経理部長 氏名 隅田 正興       ＴＥＬ (082)291－7415 
中間決算取締役会開催日 平成15 年 11 月14日          中間配当制度の有無            有 
中間配当支払開始日   平成15 年 12 月12日         単元株制度採用の有無  有(１単元  100株) 
 
１． 15 年9 月中間期の業績(平成15年 4 月1 日～平成15 年9 月 30 日) 
(1)経営成績                          （記載金額：百万円未満切り捨て） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

15 年9 月中間期 
14 年9 月中間期 

48,370 
46,859 

3.2 
△ 18.1 

△ 2,386 
△ 1,732 

－ 
－ 

236 
603 
△ 60.8 
△ 73.7 
 15 年3 月期 120,548  △ 868  4,593  

 
 

当期純利益 1 株当たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％  円  銭 

15 年9 月中間期 
14 年9 月中間期 

△ 21 
276 

－ 
△ 74.2 

△ 0.34 
4.25 

15 年3 月期 2,080  31.54 

(注)①期中平均株式数 15年 9月中間期 62,597,336株 14年9 月中間期 65,110,124株 15 年3月期 64,215,684株 
②会計処理の方法の変更  無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 
1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 

  円 銭 円 銭 

15 年9 月中間期 
14 年9 月中間期 

9.00 
9.00 

－ 
－ 

15 年3 月期 － 18.00 

 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円  百万円 ％ 円  銭 

15 年9 月中間期 
14 年9 月中間期 

243,418 
250,578 

 189,226 
195,865 

 77.7 
78.2 

3,022.97 
3,008.31 
 15 年3 月期 258,130  194,470  75.3 3,105.78 

(注)①期末発行済株式数 15年 9月中間期 62,596,269株 14年 9月中間期 65,108,243株 15年3 月期 62,598,077株 
②期末自己株式数  15年9 月中間期  2,541,848株 14年 9月中間期   29,874株 15年3 月期  2,540,040株 
 
２．16 年 3月期の業績予想(平成15 年4 月 1日～平成 16 年 3 月31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  

  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 

通   期 128,000  3,800  2,000  9.00 18.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   31 円95銭 

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は経済情勢等様々な不確定要因により予想数値と異なる場合があります。 
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中 間 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円…端数切捨） 

当中間会計期間末 

(15.9.30) 

前中間会計期間末 

(14.9.30) 

前事業年度要約貸借対照表 

(15.3.31) 資 産 の 部 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

  ％  ％  ％ 

流 動 資 産 74,297 30.5 79,812 31.9 86,836 33.6 

現 金 預 金 9,010  12,713  10,703  

受 取 手 形 7,218  7,448  8,988  

完 成 工 事 未 収 入 金 13,850  14,658  24,967  

有 価 証 券 17,121  23,087  18,824  

未 成 工 事 支 出 金 14,052  14,149  10,646  

材 料 貯 蔵 品 231  254  243  

そ の 他 13,107  7,730  12,736  

貸 倒 引 当 金 △ 295  △ 230  △ 273  

       

固 定 資 産 169,121 69.5 170,766 68.1 171,294 66.4 

建 物 ・ 構 築 物 19,227  20,002  19,700  

土 地 12,194  12,285  12,258  

その他の有形固定資産 1,311  1,541  1,326  

無 形 固 定 資 産 273  209  199  

投 資 有 価 証 券 117,591  121,073  123,127  

繰 延 税 金 資 産 10,689  7,935  6,811  

そ の 他 の 投 資 8,488  8,717  8,620  

貸 倒 引 当 金 △ 656  △ 999  △ 750  

       

資 産 合 計 243,418 100.0 250,578 100.0 258,130 100.0 
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（単位：百万円…端数切捨） 

当中間会計期間末 

(15.9.30) 

前中間会計期間末 

(14.9.30) 

前事業年度要約貸借対照表 

(15.3.31) 負 債 の 部 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

  ％  ％  ％ 

流 動 負 債 27,409 11.3 27,067 10.8 36,586 14.2 

支 払 手 形 885  2,067  2,392  

工 事 未 払 金 14,861  15,023  24,434  

未 払 法 人 税 等 350  655  1,752  

未 成 工 事 受 入 金 8,980  6,947  4,909  

完成工事補償引当金 1  21  20  

そ の 他 2,329  2,352  3,077  

       

固 定 負 債 26,781 11.0 27,645 11.0 27,073 10.5 

退 職 給 付 引 当 金 25,977  26,650  26,060  

役員等退職慰労引当金 634  820  842  

そ の 他 169  174  169  

負 債 合 計 54,191 22.3 54,712 21.8 63,660 24.7 

資 本 の 部       

資 本 金 3,481 1.4 3,481 1.4 3,481 1.3 

資 本 剰 余 金 25 0.0 25 0.0 25 0.0 

資 本 準 備 金 25  25  25  

利 益 剰 余 金 191,416 78.6 190,839 76.2 192,056 74.4 

利 益 準 備 金 870  870  870  

任 意 積 立 金 184,883  184,813  184,813  

中間(当期)未処分利益 5,663  5,155  6,373  

その他有価証券評価差額金 △ 2,250 △ 0.9 1,573 0.6 2,350 0.9 

自 己 株 式 △ 3,446 △ 1.4 △ 53 △ 0.0 △ 3,443 △ 1.3 

資 本 合 計 189,226 77.7 195,865 78.2 194,470 75.3 

負 債 資 本 合 計 243,418 100.0 250,578 100.0 258,130 100.0 
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中 間 損 益 計 算 書 

（単位：百万円…端数切捨） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度要約損益計算書 
科     目 

(15.4.1～ 
15.9.30) 

百分比 
(14.4.1～ 
14.9.30) 

百分比 
(14.4.1～ 
15.3.31) 

百分比 

  ％  ％  ％ 

完 成 工 事 高 48,370 100.0 46,859 100.0 120,548 100.0 

完 成 工 事 原 価 44,275 91.5 41,738 89.1 107,999 89.6 

完 成 工 事 総 利 益 4,095 8.5 5,120 10.9 12,548 10.4 

販売費及び一般管理費 6,482 13.4 6,853 14.6 13,417 11.1 

営 業 損 失 （ △ ） △ 2,386 △ 4.9 △ 1,732 △ 3.7 △ 868 △ 0.7 

       

       

営 業 外 収 益 2,662 5.5 2,376 5.1 5,541 4.6 

受 取 利 息 23  33  67  

そ の 他 2,639  2,342  5,473  

営 業 外 費 用 39 0.1 39 0.1 78 0.1 

経 常 利 益 236 0.5 603 1.3 4,593 3.8 

       

       

特 別 利 益 542 1.1 261 0.6 1,014 0.8 

特 別 損 失 642 1.3 265 0.6 1,255 1.0 

       

       

税 引 前中間 ( 当 期) 純 利 益 136 0.3 599 1.3 4,353 3.6 

法人税、住民税及び事業税 764 1.6 743 1.6 2,290 1.9 

法 人 税 等 調 整 額 △ 606 △ 1.3 △ 419 △ 0.9 △ 16 △ 0.0 

中間(当期)純利益又は中間純損失(△)  △ 21 △ 0.0 276 0.6 2,080 1.7 

前 期 繰 越 利 益 5,684  4,878  4,878  

中 間 配 当 額 ―  ―  585  

中間(当期)未処分利益 5,663  5,155  6,373  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券 

(1)子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している） 

時価のないものについては移動平均法による原価法 

(ﾛ) たな卸資産 

(1)未成工事支出金  個別法による原価法 

(2)材料貯蔵品 

①汎用品  総平均法による低価法 

②汎用品以外  個別法による低価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(ｲ) 有形固定資産  定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

(ﾛ) 自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

３．引当金の計上基準 

(ｲ) 貸倒引当金 

売上債権・貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

(ﾛ) 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る１年間の完成工事高に対する将来

の見積補償額に基づいて計上している。 

(ﾊ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間期末において発生していると認められる額を計上している。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理することとしている。 

(ﾆ) 役員等退職慰労引当金 

役員・準役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上している。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(ｲ) 消費税等の会計処理 

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 
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注 記 事 項  

（ 中 間 貸 借 対 照 表 関 係 ）  

当中間会計期間末 

（平成 15 年 9 月 30 日） 

前中間会計期間末 

（平成 14 年 9 月 30 日） 

前事業年度末 

（平成 15 年 3 月 31 日） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

24,264 百万円 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

23,280 百万円 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

23,696 百万円 

２ 下記の資産は、固定負債のそ

の他(預り保証金)17 百万円の担

保に供している 

建物・構築物 8 百万円 

土    地 5 

   計 14 

２ 下記の資産は、固定負債のそ

の他(預り保証金)17 百万円の担

保に供している 

建物・構築物 8 百万円 

土    地 5 

   計 14 

２ 下記の資産は、固定負債のそ

の他(預り保証金)17 百万円の担

保に供している 

建物・構築物 8 百万円 

土    地 5 

   計 14 

３ 偶発債務（保証債務） 

連結子会社の高所作業車の

リース契約に対し、次の債務保

証をしている。 

㈱中電工テクノ広島 

3 百万円 

３ 偶発債務（保証債務） 

連結子会社の高所作業車の

リース契約に対し、次の債務保

証をしている。 

㈱中電工テクノ広島 

5 百万円 

３ 偶発債務（保証債務） 

連結子会社の高所作業車の

リース契約に対し、次の債務保

証をしている。 

㈱中電工テクノ広島 

4 百万円 

 

（ 中 間 損 益 計 算 書 関 係 ）  

当中間会計期間 
（自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 9 月 30 日) 

前中間会計期間 
（自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 9 月 30 日) 

前事業年度 
（自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日) 

１ 営業外収益「その他」のうち

主要なもの 

有価証券利息 2,265百万円 

１ 営業外収益「その他」のうち

主要なもの 

有価証券利息 1,862 百万円 

１ 営業外収益「その他」のうち

主要なもの 

有価証券利息 4,405 百万円 

２ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産処分益 

土    地 

182 百万円 

投資有価証券売却益 

 341 

２ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 

 183 百万円 

２ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 

 825 百万円 

３ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 

 610 百万円 

３ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券売却損 

135 百万円 

３ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券売却損 

 289 百万円 

投資有価証券評価損 

 822 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 

 895 百万円 

無形固定資産 

 28 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 

 965 百万円 

無形固定資産 

 19 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 

 1,974 百万円 

無形固定資産 

 42 

 

（ リ ー ス 取 引 関 係 ）  

当社は、証券取引法第 27 条の 30 の 6 の規定に基づき電子開示手続きを行っておりますので、記載を省

略しております。 

 

（ 有 価 証 券 関 係 ）  

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはない。 
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業 績 の 部 門 別 ・ 施 主 別 内 訳  

 

１．部門別受注高・売上高・次期繰越高 

（１） 受 注 高 （単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間    (△) 前事業年度 

区 分 (15.4.1～ 

15.9.30) 

構成比 

％ 

(14.4.1～ 

14.9.30) 

構成比 

％ 
増 減 

増減率 

％ 

(14.4.1～ 

15.3.31) 

構成比 

％ 

配 電 線 工 事 11,642 18.9 12,098 19.1 △ 456 △3.8 24,558 19.9 

発 送 変 電 工 事 1,103 1.8 1,311 2.1 △ 208 △15.9 2,268 1.8 

地 中 線 工 事 604 1.0 664 1.1 △ 59 △9.0 1,464 1.2 

情 報 通 信 工 事 5,187 8.4 4,942 7.8 244 4.9 9,922 8.0 

一般内外線工事 33,044 53.5 33,516 53.0 △ 472 △1.4 64,785 52.5 

空 調 管 工 事 10,128 16.4 10,674 16.9 △ 545 △5.1 20,496 16.6 

合 計 61,711 100.0 63,210 100.0 △ 1,498 △2.4 123,496 100.0 

 

 

（２） 売 上 高 

当中間会計期間 前中間会計期間    (△) 前事業年度 

区 分 (15.4.1～ 

15.9.30) 

構成比 

％ 

(14.4.1～ 

14.9.30) 

構成比 

％ 
増 減 

増減率 

％ 

(14.4.1～ 

15.3.31) 

構成比 

％ 

配 電 線 工 事 11,578 23.9 11,876 25.4 △ 297 △2.5 24,661 20.4 

発 送 変 電 工 事 1,041 2.1 1,275 2.7 △ 233 △18.3 2,503 2.1 

地 中 線 工 事 342 0.7 423 0.9 △ 81 △19.1 1,511 1.3 

情 報 通 信 工 事 4,152 8.6 3,367 7.2 784 23.3 9,870 8.2 

一般内外線工事 23,438 48.5 23,051 49.2 387 1.7 61,632 51.1 

空 調 管 工 事 7,816 16.2 6,864 14.6 952 13.9 20,369 16.9 

合 計 48,370 100.0 46,859 100.0 1,511 3.2 120,548 100.0 

 

 

（３） 次期繰越高 

当中間会計期間 前中間会計期間    (△) 前事業年度 

区 分 (15.4.1～ 

15.9.30) 

構成比 

％ 

(14.4.1～ 

14.9.30) 

構成比 

％ 
増 減 

増減率 

％ 

(14.4.1～ 

15.3.31) 

構成比 

％ 

配 電 線 工 事 474 0.8 735 1.2 △ 261 △35.5 410 0.9 

発 送 変 電 工 事 652 1.0 862 1.4 △ 209 △24.3 591 1.2 

地 中 線 工 事 653 1.1 678 1.1 △ 25 △3.7 391 0.8 

情 報 通 信 工 事 2,260 3.7 2,748 4.5 △ 488 △17.8 1,224 2.6 

一般内外線工事 45,521 74.6 43,228 70.8 2,293 5.3 35,915 75.3 

空 調 管 工 事 11,466 18.8 12,836 21.0 △ 1,370 △10.7 9,154 19.2 

合 計 61,028 100.0 61,091 100.0 △ 62 △0.1 47,688 100.0 

 

 

２．施主別売上高 

当中間会計期間 前中間会計期間    (△) 前事業年度 

区 分 (15.4.1～ 

15.9.30) 

構成比 

％ 

(14.4.1～ 

14.9.30) 

構成比 

％ 
増 減 

増減率 

％ 

(14.4.1～ 

15.3.31) 

構成比 

％ 

中 国 電 力 ㈱ 14,958 30.9 16,169 34.5 △ 1,211 △7.5 34,604 28.7 

官 公 庁 5,583 11.6 5,810 12.4 △ 226 △3.9 21,832 18.1 

一 般 民 間 27,828 57.5 24,879 53.1 2,949 11.9 64,111 53.2 

合 計 48,370 100.0 46,859 100.0 1,511 3.2 120,548 100.0 

 

 


